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平成 22 年 2 月 10 日制定 

平成 22 年 9 月 17 日改正 

平成 25 年 10 月 31 日改正 

平成 27 年 5 月 15 日改正 

平成 28 年 12 月 12 日改正 

平成 29 年 2 月 1 日改正 

平成 30 年 11 月 8 日改正 

 

 

地方独立行政法人青森県産業技術センター研究評価実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方独立行政法人青森県産業技術センターが、県内産業の振興と県

民生活の向上に貢献できる研究を効果的･効率的に実施していくため、研究評価を行う

こととし、それに必要な事項を定めるものとする。 

 

（評価の対象） 

第２条 研究評価の対象は、「戦略推進事項」に基づく研究のうち「開発研究」、「役員

特別枠研究」、「県重点枠研究」、「公募型研究」、「受託研究」（以下これらのもの

を「戦略課題」という。）及び「重点推進事項」に基づく研究のうち「開発研究」、「役

員特別枠研究」（以下これらのものを「重点課題」という。）の２研究区分とする。 

 

（評価の実施機関と評価者） 

第３条 理事長は、副理事長、理事、企画経営室長、総括企画経営監及び各部門の企画経

営監で構成する研究推進会議を開催し、全ての評価対象研究について、法人内部におけ

る研究評価（以下「内部評価」という。）を行う。 

２ 理事長は、外部の有識者で構成する研究諮問委員会を設置し、内部評価を行った研究

のうち、第三者による、より客観的な評価を行う必要がある「戦略課題」と「重点課題」

について、外部の有識者による評価（以下「外部評価」という。）を受けさせる。 

３ 理事長は、前項の外部評価のために、専門的、技術的な評価を行う専門委員を研究諮

問委員会に置くことができる。 

４ 研究諮問委員会の設置、運営のために必要な事項については、別に定める。 

 

（評価の区分とその実施時期等） 

第４条 研究評価は、次の各号に定める区分ごとにそれぞれの時期において行う。 

(１)事前評価 新たな予算措置を伴う新規の研究にあっては、着手する年度の当初予算

決定前 

(２)中間評価 実施中の研究にあっては、翌年度の当初予算決定前 

ただし、研究諮問委員会による評価は、研究の実施中にある程度の成果

が把握できる時期の翌年度の当初予算決定前 

(３)事後評価 終了した研究にあっては、その終了年度又はその翌年度の可能な限り早

い時期 
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（評価の項目と基準） 

第５条 研究評価の項目は、次の各号に掲げる評価の区分ごとに定める。 

(１)事前評価 ①研究実施の必要性、②成果目標の妥当性、③研究の新規性・独創性、

④研究計画の妥当性、⑤成果の波及効果 

(２)中間評価 ①研究の進捗、②情勢変化の把握と対応、③成果目標達成の可能性、④

今後の計画の妥当性、⑤成果の波及効果 

(３)事後評価 ①成果目標の達成状況、②成果の波及効果、③実用化、フォローアップ

状況または計画の妥当性 

２ 前項各号に掲げる評価項目と評価内容については、別表１～３のとおりとする。 

 

（内部評価の実施） 

第６条 評価対象となる研究を所管する研究所長（以下「研究所長」という。）は、研究

課題シート（第１号様式）を作成し、各部門の総合研究所長を経由して理事長に提出す

る。 

２ 理事長は、研究推進会議を開催し、研究所長等に評価対象の研究課題の内容について

説明を行わせる。 

３ 研究推進会議の委員は、「戦略課題」と「重点課題」について別表１～３の基準に従

い研究評価書（第２号様式）により、当該研究を評価する。 

４ 事務局は各委員の評価結果を取りまとめ、別表４により当該研究課題の評価案を作成

する。 

５ 理事長は、研究推進会議の各委員の研究評価書と事務局が作成した評価案を基に最終

評価を行い、研究評価結果書（第３号様式）により、研究所長に対して評価結果を通知

するとともに必要に応じて研究計画等の修正を指示する。 

６ 研究所長は、研究評価結果書に基づき、研究課題シート等について、必要な修正を行

い、理事長へ提出する。 

 

（外部評価の実施） 

第７条 理事長は、研究推進会議で内部評価を行った「戦略課題」と「重点課題」のうち

から、より客観的、かつ、多面的な評価が必要と判断した研究課題について、外部評価

を行う。 

２ 前項の規定により外部評価を行おうとする研究課題について、研究諮問委員会の委員

（専門委員を含む）の参考資料として、研究評価結果書、研究課題シート、その他必要

と認める資料を用いる。 

３ 理事長は、研究諮問委員会において、担当研究部長等に、研究課題シート等について

説明を行わせる。 

４ 研究諮問委員会の委員（専門委員を含む）は、別表１～３の基準に従い研究評価書に

より、当該研究を評価する。 

５ 研究諮問委員会の長は、各委員の研究評価書を基に最終的な評価を行う。 

６ 研究諮問委員会の長は、前項の研究評価書をまとめた研究評価結果書を作成し、理事

長に提出する。 
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７ 理事長は、外部評価結果を所管する研究所長に通知するとともに必要に応じて修正や

対応を指示する。 

８ 研究所長は、当該評価に係る研究計画の改善、実施の是非、成果の活用方策等を判断

してその内容を理事長に提出し、理事長は必要に応じて研究諮問委員会の長に報告す

る。 

 

（研究推進会議委員等の責務） 

第８条 研究推進会議の委員並びに研究諮問委員会の委員（専門委員を含む）は、厳正な

評価に努めるとともに、評価に当たって、知り得た情報を他に漏らしてはならない。 

 

（評価結果の活用） 

第９条 研究所長は、研究評価の結果を基に、当該研究所における研究計画の適正化、研

究開発資源の見直し、成果の実用化・応用化の促進等、可能な限りその結果を活用する。 

 

（評価結果の公表） 

第１０条 理事長は、研究評価の結果を取りまとめ、ホームページで公開するなど、その

内容を県民、企業等に広く公表する。 

２ 前項の規定による公表に当たっては、個人情報、知的財産権等に配慮し、取り扱いに

は十分留意する。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、研究評価の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

 

 附 則  

この要綱は、平成２２年２月１０日から施行する。 

 

 附 則  

この要綱は、平成２２年９月１７日から施行する。 

 

 附 則  

この要綱は、平成２５年１０月３１日から施行する。ただし、平成 25 年度で終了する研

究事業の事後評価は、改正前の規程を適用する。 

 

附 則  

この要綱は、平成２７年５月１５日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年１２月１２日より施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成２９年２月１日より施行する。 

 

付 則 

この要綱は平成３０年１１月８日から施行する。ただし、平成３０年度で終了する研究事

業の事後評価は、改正前の規程を適用する。 
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別表１ 「事前評価」における評価項目と評価内容 

 

評価項目 評価内容 a評価 b評価 c評価 d評価 

１．研究実

施の必要

性 

社会情勢や県民ニー

ズからみて、または

今後の実用化研究に

向け、現時点で研究

を実施する必要性が

あるか 

 

必要性は高

い 

ある程度の必

要性はある 

必要性は低い 必要性はない 

２．成果目

標の妥当

性 

 

目標は明確で、かつ

、その水準は妥当か 

妥当である ある程度の妥

当性はある 

妥当性は低い 妥当性はない 

３．研究の

新規性・

独創性 

研究の内容が新たな

発想や手法によるも

のか、または、既存

技術の改善や組合せ

により現状を改良す

るものか 

 

新規性・独創

性は高い 

ある程度の新

規性・独創性

はある 

 

新規性・独創

性は低い 

新規性・独創

性はない 

４．研究計

画の妥当

性 

 

目標達成に向けた研

究年次計画は妥当か 

妥当である ある程度の妥

当はある 

妥当性は低い 妥当性はない 

５．成果の

波及効果 

得られた成果の県民

や地域産業への貢献

、または、実用化研

究への発展や研究分

野の質的向上が期待

できるか 

 

期待できる ある程度の期

待はできる 

あまり期待で

きない 

期待できない 
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別表２ 「中間評価」における評価項目と評価内容 

 

評価項目 評価内容 a評価 b評価 c評価 d評価 

１．研究の

進捗 

研究は年度計画に対し

、計画どおり行われて

いるか 

 

計画どおり

である 

ある程度は

計画どおり

である 

あまり計画

どおり進ん

でいない 

計画どおり

進んでいな

い 

２．情勢変

化の把握

と対応 

 現時点での研究情勢

を把握し、これについ

て対応しているか 

 

情勢を把握

し、対応して

いる 

情勢を把握

し、ある程度

は対応して

いる 

情勢の把握

と対応が不

十分である 

情勢を把握

した対応が

できていな

い 

３．成果目

標達成の

可能性 

 

研究期間内に目標に到

達する可能性は高いか 

 

可能性は高

い 

ある程度の

可能性はあ

る 

可能性は低

い 

可能性はな

い 

４．今後の

計画の妥

当性 

現時点での進捗からみ

て、今後の研究計画は

妥当か 

 

妥当である ある程度の

妥当性はあ

る 

妥当性は低

い 

妥当性はな

い 

５．成果の

波及効果 

現時点での情勢及び進

捗からみて、成果の波

及効果は期待できるか 

 

期待できる ある程度は

期待できる 

あまり期待

できない 

期待できな

い 
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別表３ 「事後評価」における評価項目と評価内容 

 

評価項目 評価内容 s評価 a評価 b評価 c評価 d評価 

１．成果目標

の達成程度 

目標とする成

果目標の達成

状況 

目標を上

回る成果

が得られ

た 

 

目標どお

りの成果

が得られ

た 

概ね目標

どおりの

成果が得

られた 

ある程度

は目標に

は到達し

た 

目標とす

る成果は

得られて

いない 

２．成果の波

及効果 

得られた成果

の県民や地域

産業への 

貢献、または関

連する研究分

野への波及は

期待できるか 

 

既に波及

効果がみ

られてい

る 

期待でき

る 

概ね期待

できる 

ある程度

は期待で

きる 

あまり期

待できな

い 

３．実用化、

フォローア

ップ状況、

または計画

の妥当性 

フォローアッ

プも含めた成

果の実用化、ま

たは実用化研

究への発展の

状況、または計

画の妥当性 

 

実用化ま

たは実用

化研究の

実績があ

る優れた

研究であ

る 

実用化ま

たは実用

化研究に

結びつく

計画であ

る 

概ね実用

化または

実用化研

究に結び

つく計画

である 

ある程度

は実用化

または実

用化研究

に結びつ

く計画で

ある 

実用化ま

たは実用

化研究へ

の可能性

は低い 
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別表４ 各評価基準とその対応 

①事前・中間評価 

評価 得点率 事前・継続評価での対応 

Ａ 90～100% 計画どおり実施 

Ｂ 65～90%未満 内容を若干修正して実施 

Ｃ 40～65%未満 内容を大幅に修正して実施 

Ｄ 40%未満 実施を認めない 

 

②事後評価 (ａ評価を 100％とした) 

評価 得点率 事後評価(概念) 

Ｓ 115～125% 目標以上の成果が得られた 

Ａ 90～115%未満 目標どおりの成果が得られた 

Ｂ 65～90%未満 概ね、目標どおりの成果が得られた 

Ｃ 40～65%未満 ある程度の成果が得られた 

Ｄ 40%未満 成果は得られなかった 

 


